 (様式15-1）
提出書類確認票（建設コンサルタント　法人用）

商号又は名称					

	申請内容
	１　　新規


（提出する書類について「申請者確認欄」に〇をしてください）
	提出書類（法人）
	申請者確認欄
	発注者確認欄

	
	注：ウの書類は①②のセットですので、両方提出してください。
	
	

	ア
	塩尻総合学科新校施設整備事業基本計画策定支援業務委託プロポーザル参加資格申請書（様式14）
	
	

	イ
	提出書類確認票（本票）
	
	

	ウ
	①社内規則又は委任状（本店以外の営業所に参加資格を付与する場合に必要）
②常駐する配置職員を記載した書類（様式任意、委任状に記載でも可）
（主たる営業所以外の営業所に入札に独自に参加する権限を与える場合に必要）
	
	

	エ
	登録証明書の写し又は登録通知の写し
・建築コンサルタント（建築士法（昭和25年法律第202号）第23条第１項の規定による建築士事務所についての登録を受けている建築コンサルタント）
	
	

	オ
	現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書
（法人業者のみ必要（写しでも可））
	
	

	カ
	長野県税の納税証明書(県税事務所長発行のもの）（原本）
【入札参加資格審査用：長野県税の未納がないことが確認できる納税証明書】
（長野県に納税義務がある場合に必要）（窓口で入札参加資格審査用とお伝えください。）
	
	

	キ
	法人税あるいは申告所得税と消費税及び地方消費税の納税証明書 （原本）
（法人業者はその３の３でお願いします。）
	
	

	ク
	誓約書（様式16）
	
	

	ケ
	厚生年金保険及び健康保険の加入の義務がある場合：社会保険加入状況申出書（様式17）と「健康保険・厚生年金保険の領収証書」、「社会保険料納入証明書」、「資格取得確認および標準報酬決定通知書」のいずれかの写し（社会保険加入状況申出書はスとソ併せて１部で可）
	
	

	コ
	厚生年金保険及び健康保険の加入の義務がない場合：賃金台帳･労働者名簿･源泉所得税領収書等のうちいずれかの写し
	
	

	サ
	労働保険の加入の義務がある場合：社会保険加入状況申出書（様式17）と「領収済通知書」及び「労働保険概算・確定保険料申告書」又は「雇用保険被保険者資格取得等通知書」の写し（社会保険加入状況申出書はスとソ併せて１部で可）
	
	

	シ
	労働保険の加入の義務がない場合：賃金台帳・労働者名簿・源泉所得税領収書等のうちいずれかの写し
	
	

	ス
	経営規模等総括表（様式18）
	
	

	セ
	業務経歴書（直前1年分）（様式19）
（資格審査基準日の属する事業年度の直前の１事業年度の建築コンサルタントの業務実績をまとめ、必ず合計を記載すること。）
	
	

	ソ
	資格審査基準日直前の事業年度（基準日の属する年度の前年度）の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書
（消費税処理方式「税抜・税込の別」を記載すること。なお、株主資本等変動計算書については法人業者のみ必要。）
	
	

	タ
	技術者一覧表（様式20）
（資格審査基準日における技術者名等を申請業種ごとに記載すること。）
	
	


（注）登記事項証明書は、「登記されていないことの証明申請書」又は「登記事項証明申請書」により、東京法務局又は長野地方法務局あてに請求（東京法務局は窓口及び郵送可、長野地方法務局は窓口のみ）することにより交付されます。「登記されていないことの証明申請書」は、「成年被後見人、被保佐人、被補助人とする記録がない」旨の証明書が交付されるよう記載し、申請してください。
登記事項証明書の申請用紙は、最寄りの法務局又は地方法務局若しくはその支局等で入手することができます。

(様式15-2）
提出書類確認票（建設コンサルタント　個人用）

商号又は名称				

	申請内容
	１　　新規


（提出する書類について「申請者確認欄」に〇をしてください）
	提出書類（個人）
	申請者確認欄
	発注者確認欄

	ア
	塩尻総合学科新校施設整備事業基本計画策定支援業務委託プロポーザル参加資格申請書（様式14）
	
	

	イ
	提出書類確認票（本票）
	
	

	ウ
	後見登記等に関する法律第10条第１項に規定する登記事項証明書
(ア)成年被後見人、被保佐人及び被補助人でない場合：登記されていないことの証明書
(イ)被補助人である場合：登記事項証明書
	
	

	エ
	復権を得ない破産者でない旨の市町村又は特別区の証明書
	
	

	オ
	住民票
	
	

	カ
	登録証明書の写し又は登録通知の写し
・建築コンサルタント（建築士法（昭和25年法律第202号）第23条第１項の規定による建築士事務所についての登録を受けている建築コンサルタント）
	
	

	
	
	
	

	キ
	長野県税の納税証明書(県税事務所長発行のもの）（原本）
【入札参加資格審査用：長野県税の未納がないことが確認できる納税証明書】
（長野県に納税義務がある場合に必要）（窓口で入札参加資格審査用とお伝えください。）
	
	

	ク
	法人税あるいは申告所得税と消費税及び地方消費税の納税証明書（原本）
（個人業者はその３の２でお願いします。）
	
	

	ケ
	長野県内の市町村・県民税（住民税）の納税証明書(申請者の住民登録地の市町村長発行のもの）
【入札参加資格審査用】（原本）
（個人業者のみ必要）（申請者の住民登録地の市町村にて証明を受けてください。）
	
	

	コ
	誓約書（様式16）
	
	

	サ
	厚生年金保険及び健康保険の加入の義務がある場合：社会保険加入状況申出書（様式17）と「健康保険・厚生年金保険の領収証書」、「社会保険料納入証明書」、「資格取得確認および標準報酬決定通知書」のいずれかの写し（社会保険加入状況申出書はスとソ併せて１部で可）
	
	

	シ
	厚生年金保険及び健康保険の加入の義務がない場合：賃金台帳･労働者名簿･源泉所得税領収書等のうちいずれかの写し
	
	

	ス
	労働保険の加入の義務がある場合：社会保険加入状況申出書（様式17）と「領収済通知書」及び「労働保険概算・確定保険料申告書」又は「雇用保険被保険者資格取得等通知書」の写し（社会保険加入状況申出書はスとソ併せて１部で可）
	
	

	セ
	労働保険の加入の義務がない場合：賃金台帳・労働者名簿・源泉所得税領収書等のうちいずれかの写し
	
	

	ソ
	経営規模等総括表（様式18）
	
	

	タ
	業務経歴書（直前1年分）（様式19）
（資格審査基準日の属する事業年度の直前の１事業年度の建築コンサルタントの業務実績をまとめ、必ず合計を記載すること。）
	
	

	チ
	資格審査基準日直前の事業年度（基準日の属する年度の前年度）の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書
（消費税処理方式「税抜・税込の別」を記載すること。なお、株主資本等変動計算書については法人業者のみ必要。）
	
	

	ツ
	技術者一覧表（様式20）
（資格審査基準日における技術者名等を申請業種ごとに記載すること。）
	
	


（注）登記事項証明書は、「登記されていないことの証明申請書」又は「登記事項証明申請書」により、東京法務局又は長野地方法務局あてに請求（東京法務局は窓口及び郵送可、長野地方法務局は窓口のみ）することにより交付されます。「登記されていないことの証明申請書」は、「成年被後見人、被保佐人、被補助人とする記録がない」旨の証明書が交付されるよう記載し、申請してください。
登記事項証明書の申請用紙は、最寄りの法務局又は地方法務局若しくはその支局等で入手することができます。
